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●令和２年２月 初版策定 

 

 以下改正内容 

・令和２年４月改定 

（第２版） 

Ｐ７＿２ 職員の参集の修正 

Ｐ８＿表１【職員の通勤距離の現況】の修正 

Ｐ９＿（３）推計結果の修正 

Ｐ９＿【参集可能職員数】を表４とした 

Ｐ１５＿（１）選定結果の修正 

Ｐ１５＿（２）職場での備え修正 

Ｐ２２＿非常時優先業務の修正 

Ｐ２５以降＿資料の修正（事務分掌規則変更による） 

・令和３年 5 月改定 

（第３版） 

Ｐ７＿２ 職員の参集の修正 

Ｐ８＿表１【職員の通勤距離の現況】の修正 

Ｐ９＿（３）推計結果の修正 

Ｐ９＿【参集可能職員数】を表４とした 

Ｐ１２＿備蓄（職員用）の修正（備蓄購入による） 

Ｐ１８＿（２）防災行政無線の修正 

Ｐ１９＿８ 職員のための備蓄の修正 

・令和４年７月改定 

（第４版） 

Ｐ７＿２ 職員の参集の修正 

Ｐ８＿表１【職員の通勤距離の現況】の修正 

Ｐ９＿（３）推計結果の修正 

Ｐ９＿【参集可能職員数】を表４とした 

Ｐ１８＿【防災行政無線施設】の修正 
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第１章 総則 

 

 １ 業務継続計画策定の目的 

  西桂町において、大規模災害が発生した際には、役場自体も被災し、業務実施に必要な

資源（職員、資機材、情報及びライフライン等）に大きな被害を受け、行政機能が低下す

るおそれがある。そのような状況下にあっても、町民の生命を守るための災害対策業務や、

中断すれば町民生活に重大な影響を与えるおそれのある重要な業務については、継続し

て実施する必要がある。 

  業務継続計画（ＢＣＰ（Business Continuity Plan））は、利用できる資源に制約がある

状況下における非常時優先業務をあらかじめ特定し、業務中断による混乱を最小限にと

どめ、行政機能の継続性の確保と早期の機能回復を図ることを目的として策定する計画

である。地震による影響によって町役場機能が低下する場合であっても業務を継続し、早

期に復旧させるための事前対策として「西桂町業務継続計画」（以下「業務継続計画」と

いう。）を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 非常時優先業務のイメージ 

 

非常時優先業務とは 

  大規模な災害時にあっても優先して実施すべき業務のこと。具体的には、地域防災計画

に定める「災害応急対策」及び「災害復興対策」等（これらを「応急業務」と総称）のほ

か「業務継続の優先度の高い通常業務」が対象となる。 
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 ２ 業務継続計画の効果 

  災害発生時には、業務量が急激に増加し、極めて膨大なものとなるが、業務継続計画

を策定し、あらかじめ職員へ周知しておくことで、非常時優先業務を迅速かつ適切に実

施することが可能となり、災害発生直後の混乱で行政が機能不全になることが避けられ

る。 

  具体的には、地域防災計画では必ずしも明らかでなかった「行政も被災する深刻な事

態」を考慮した非常時優先業務の執行体制や対応手順が明確となり、非常時優先業務の

執行に必要な資源の確保が図られることで、災害発生直後の混乱で行政が機能不全にな

ることを避け、早期により多くの業務を実施できるようになる。 

  また、自らも被災者である職員の睡眠や休憩、帰宅など安全衛生面の配慮の向上も期

待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 発災後に町が実施する業務の推移 

 

※時間の経過とともに応急業務は縮小していくが、図２に記載されている以外の復旧・復

興業務が徐々に増加していくことに留意する。 
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 ３ 地域防災計画と業務継続計画の関係 

  地域防災計画が、災害予防や災害応急対策、復旧・復興対策など災害対策全般の業務

を定めていることに対し、業務継続計画は、地域防災計画に記載のある業務に限らず、

業務継続の優先度の高い通常業務を含んでおり、地域防災計画を補完し、その実効性を

高める機能を有している。 

図３ 地域防災計画と業務継続計画の関係 

＜地域防災計画と業務継続計画との比較＞ 

区分 地域防災計画 業務継続計画 

事業主体 町、県、指定地方行政機関等 町 

目的 発災時又は事前に実施すべき災害対

策に係る実施事項や役割分担等を規

定する。 

発災時の限られた資源を基

に、非常時優先業務を目標と

する時間・時期までに実施で

きるようにする。 

対象業務 災害対策に係る業務全般が対象 

〇災害予防業務 

〇災害応急対策業務 

〇復旧・復興業務 

非常時優先業務課対象 

〇災害応急対策業務 

〇早期実施の優先度が高い復

旧・復興業務 

〇事業継続の優先度の高い通

常業務 

業務開始 

目標時間 

業務開始時期の記載は、必要事項で

ないため、現行の地域防災計画には

示していない。 

非常時優先業務ごとに業務開

始目標時間を設定する。 
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 ４ 業務継続の基本方針 

  大規模災害等においては、町全体で意思統一を図り、連携・協力して災害対策業務に取

り組むことが重要であるため、業務継続に当たっての基本方針を次のとおり定める。 

 

 

 

 

 （１） 町民の生命・身体の保護を最優先する。 

 （２） 限られた資源の中で非常時優先業務を実施するため、できる限り的確に災害の

状況を把握し、人員及び資機材等の配分を行う。 

 （３） 行政機能の低下に伴う、町民生活への影響を最小限にとどめるため、災害応急

対策業務を中心とした非常時優先業務を実施する。非常時優先業務以外の通常業

務は、積極的に休止するか、又は非常時優先業務の実施に支障のない範囲で縮小

して実施する。 

 （４） 全ての職員は、町の災害対応の目標及び対応方針について共通の認識をもち、

連携・協力して業務に当たる。 
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 ５ 前提とする災害 

  業務継続計画の検討は、利用できる資源が災害により制約される中での体制を検討す

る必要がある。本町において、町域全体に同時発生するおそれのある災害は、台風等に

よる浸水害、土砂災害、雪害、地震災害、富士山噴火が挙げられる。 

  業務継続計画では、これらの災害の中で予知が困難な東海地震の発生（冬）を想定

し、業務継続計画を策定する。 

 

 

【西桂町における被害想定結果】 

想定項目 被害量 東海地震 

地振動 最大震度 震度６弱  

揺れによる建物被害 半壊・全壊 ８７棟  

液状化による建物被害 半壊・全壊 ０棟  

急傾斜地崩壊による建物被害 半壊・全壊 ４棟  

人的被害 死者数 ２人  

負傷者数 １５人  

ライフライン被害 上水道 ８３６戸  

プロパンガス ６５戸  

電気（停電） ４５戸  

電話（普通回線） ４件  

避難所生活者 避難所（１日～３日目） ３５３人  

避難所（７日後） １６５人  

避難所（１箇月先） ８人  

山梨県東海地震被害想定調査報告書（平成１７年） 
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 ６ 業務継続計画の発動と終結 

  （１）業務継続計画の発動基準 

    業務継続計画は、次の災害等が発生した場合に発動することとする。 

 

 

 〇地震 

  ・町内に震度５強以上の地震が発生した場合、業務継続計画を自動発動する。 

 

 〇上記以外の自然災害 

  ・次の基準を目安に、業務継続計画の発動について判断する。なお、業務継続計画の

発動が必要と判断したときは、災害対策本部長宣言により発動する。 

   （業務継続計画発動の基準） 

   ①町役場本舎に甚大な被害が生じている。 

   ②町域の広範囲に被害が発生し、職員の大半が長期間災害対応業務を実施する必要

がある。 

 

 〇その他緊急事態（武力攻撃事態等） 

  ・被害状況等に応じ、災害対策本部長宣言により業務継続計画を発動する。 

 

 

  （２）業務継続計画の終結 

    災害応急対策がおおむね完了したと災害対策本部長が認めたときは、業務継続計

画の終結を宣言する。 

 

  （３）業務継続計画の発動・終結の周知 

    町が業務継続計画を発動又は終結した場合、関係機関へ周知するとともにホーム

ページ、防災行政無線、報道機関等を通じ町民に広く周知する。 
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第２章 業務継続のための体制の確保 

 

 １ 業務継続体制の考え方 

 （１）職員の心身のケア 

   非常時優先業務の実施中、特に発災直後においては、対応に当たる職員の不足から

長時間勤務に従事する場合があり、肉体的疲労だけではなく精神的なストレスが高く

なることが予想される。 

   そのため、災害対策本部は、勤務交代、休憩、食事などを適切に指示するととも

に、周囲の職員による客観的な健康チェックの実施を指示することとする。また、職

員が家族と連絡できるよう配慮する。 

 

 （２）業務内容の調整による資源の再配分 

   災害時に発生する業務は一部の部署に大きく偏り、業務量のバランスが崩れること

となる。そのため、各部署では、決められた非常時優先業務であっても、被災状況に応

じた人員配置、業務内容の調整（縮小）を適宜行い、資源の再配分に努める。 

 

 

 

 ２ 職員の参集 

  職員の通勤距離（表１）を基に、勤務地への発災からの参集時間（①２時間以内、②

３時間以内、③２４時間以内、④４８時間以内、⑤７２時間以内、⑥７２時間以上）と

し参集可能職員数を推計した。 

  なお、今回の推計は、本庁舎、いきいき健康福祉センター、きずな未来館、保育所に

勤務する正職員を対象として推計した。 

 

 （１）対象職員数 

  ５４名（令和４年７月現在）※派遣及び出向者、休職者を除く。 

 

 （２）参集可能職員の推計条件 

  ①公共交通機関は途絶するため、自家用車等で参集することを条件とした。 

  ②職員の通勤距離と参集時間の考え方については、表２を基準とした。また、交通事

情等を考慮し、１日の最大移動距離は１５ｋｍとした。 

  ③発災直後は職員自身若しくは家族の死傷又は被災場所等における救出・救助活動へ

の従事等により、即座に参集できない場合が想定されるため、参集不能率（表３）

を設定した。 

  



8 

 

 

表１【職員の通勤距離の状況】                    （単位：人） 

部 署 職員数 

通勤区分距離 

1km 

未満 

1km 

～5km 

5km 

～10km 

10km 

～15km 

15km 

以上 

総務課 １2  ７  ３  ２  ０  ０ 

企画財政課  ４  ３  ０  １  ０  ０ 

税務住民課  ７  ７  ０  ０  ０  ０ 

産業振興課  ５  ３  １  ０  １  ０ 

建設水道課  ５  ２  １  ２  ０  ０ 

本庁舎計 ３3 ２２  ５  ４  １  １ 

福祉保健課 １０  ６  １  ２  １  ０ 

いきいき健康福祉センター計 １０  ６  １  ２  １  ０ 

教育委員会  ２  １  ０  ０  ０  １ 

子育て支援室  １  １  ０  ０  ０  ０ 

きずな未来館計  ３  ２  ０  ０  ０  １ 

保育所  ８  ８  ０  ０  ０  ０ 

保育所計  ８  ８  ０  ０  ０  ０ 

合計 ５4 ３８  ６  ６  ２  ２ 

 

 

表２【職員の通勤距離と参集時間の考え方】 

通勤距離 参集見込み時間 

5km 未満 ①２時間以内に参集可能 

10km 未満 ②３時間以内に参集可能 

10km～15km 未満 ③２４時間以内に参集可能 

15km 以上 ④４８時間以上 
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表３【参集不能率】 

発災からの参集時間 参集不能率 

①２時間以内に参集可能 ３０％（死傷等５％、救出救助等２５％） 

②３時間以内に参集可能 ２５％（死傷等５％、救出救助等２０％） 

③２４時間以内に参集可能 ２０％（死傷等５％、救出救助等１５％） 

④４８時間以内に参集可能 １５％（死傷等５％、救出救助等１０％） 

⑤７２時間以内に参集可能 １０％（死傷等５％、救出救助等 ５％） 

⑥７２時間以上 ５％（死傷等５％） 

 

 （３）推計結果 

  参集可能職員の推計条件により推計した結果、参集可能となる職員数は、次のとおり

となる。３時間以内での職員参集は、本庁舎では２３名、いきいき健康福祉センターで

は７名、きずな未来館では 2 名、保育所では６名が見込まれる。 

 

表４【参集可能職員数】                       （単位：人） 

部 署 職員数 

参集可能職員数（発災から） 

2h 

以内 

3h 

以内 

24h 

以内 

48h 

以内 

72h 

以内 

72h 

以上 

総務課 １2  ７  ９  １０  １０  １１ １１ 

企画財政課  ４  ２  ３  ３  ３  ４  ４ 

税務住民課  ７  ５  ５  ６  ６  ６  ７ 

産業振興課  ５  ３  ３  ４  ４  ５  ５ 

建設水道課  ５  ２  ３  ３  ４  ５  ５ 

本庁舎計  ３３ １９ ２３ ２６ ２７ ３１ ３２ 

福祉保健課  １０  ５  ７  ８  ９  ９  １０ 

いきいき健康福祉センター計  １０  ５  ７  ８  ９  ９  １０ 

教育委員会  2  １  １  １  ２  ２  ２ 

子育て支援室  １  １  １  １  １  １  １ 

きずな未来館計  ４  ２  ３  ３  ３  ３  ３ 

保育所  ８  ６  ６  ６  ７  ７  ８ 

保育所計  8  6  6  ６  7  7  8 

合計 ５４ ３２ ３８ ４２ ４６ ５０ ５３ 

※「距離ベースでの参集可能職員数×（１－参集不能率）」を集計（四捨五入） 
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 ３ 職員の安否確認等 

  非常時優先業務を迅速かつ的確に行うためには、その業務に実際に従事できる人員の

確保が必要である。各職員は所属部署で作成している連絡系統に沿って、安否状況・参

集の可否等を所属長に連絡することになるが、大規模災害時には電話は輻輳し、メール

も着信まで時間がかかることが想定されるため、参集可能な職員で所属長へ安否状況等

の報告が不能な場合は、まず参集することを優先し、参集の途中で随時所属長への報告

を試みることとする。また、職員参集システム等の導入についても検討する。 

 

 ４ 指揮命令系統の確保 

  発災時においても組織を維持し、業務継続を適切に行うには、指揮命令系統の確立が

重要であるため、発災時における意思決定権者の不在等の事態を想定し、あらかじめ職

務代行体制を定めておく必要がある。また、本部長の職務代行者３名の出張等が重なる

場合は、その都度代行者を指定する。 

 

<災害対策本部長の職務代行順位> 

職務代行の対象者 
職務代行者 

第１順位 第２順位 第３順位 

本部長（町長） 教育長 総務課長 企画財政課長 

※第３順位以下に事故がある場合は西桂町課設置条例第１条の表示順により代行者とす

る。 

 

 ５ 職員の参集体制の基準等 

【風水害災害体制】 

区分 体制 参集課室・職員 

１ 町内の地域で大雨警報が発表

されたとき（災害対策本部等

の本部を設置した場合を除

く。）。 

警戒態勢 

【自動配備】 

警戒体制の指定職員 

総務課長・建設水道課長・防災担

当職員・災害復旧職員 

１ 町内の地域で大雨警報が発表

され、かつ２４時間雨量が２

００ｍｍ以上と予想されると

き。 

２ 町長が必要と認めたとき 

警戒本部 

【自動配備】 

 

 

【町長が設置】 

第１次動員体制 

課長・課長補佐・室長 

 

 

第２次動員体制 

第１次に主幹・主任級を加える。 
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１ 町内の地域で大雨・暴風・暴

風雪特別警報いずれかが発表

されたとき。 

２ 町内の地域で大雨警報が発表

され、かつ１時間雨量８０ｍ

ｍ以上で２４時間雨量が２０

０ｍｍ以上と予想されると

き。 

３ 町長が必要と認めたとき。 

災害対策本部 

【自動配備】 

 

 

 

 

 

 

【町長が設置】 

第３次動員体制 

全職員 

 

 

【地震災害体制】 

区分 体制 参集課室・職員 

１ 町内の地域で震度４の地震が

観測されたとき。 

警戒態勢 

【自動配備】 

警戒体制の指定職員 

総務課長・建設水道課長・防災担

当職員・災害復旧職員 

１ 町内の地域で震度５弱の地震

が観測されたとき。 

 

２ 町長が必要と認めたとき 

警戒本部 

【自動配備】 

 

【町長が設置】 

第１次動員体制 

課長・課長補佐・室長 

 

第２次動員体制 

第１次に主幹・主任級を加える。 

１ 町内の地域で震度５弱の地震

が観測されたとき。 

３ 町長が必要と認めたとき。 

 

災害対策本部 

【自動配備】 

【町長が設置】 

第３次動員体制 

全職員 

（注） 

  ・地震、風水害等複数の基準が重複する場合は、その中から最上位の基準を適用す

る。 

  ・警戒本部設置時の動員体制は、原則、第１次動員体制。ただし、被害の状況等によ

り、第２次体制への格上げが必要な場合は、町長が決定し、警戒本部員に通知す

る。 
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 ６ 本庁舎の代替庁舎の特定 

  過去におきた大規模災害を振り返ると、本庁舎が被災し使用不能となった事例が多数

ある。そのため、大規模災害により本庁舎が被災し機能不全となる場合を想定し、あら

かじめ本庁舎の代替庁舎を特定しておく必要がある。本町では、災害対策本部機能移転

の第一候補として「きずな未来館」を指定する。 

  なお、災害対策本部に係る業務以外の非常時優先業務は、安全やライフライン等の機

能が確保できた公共施設で実施することとする。 

 

【地震災害体制】                    （問題なし「○」、危険「×」） 

施設名 

建築年 災害危険度 非常用電源 

建築年 

（改築） 
耐震化 液状化 洪水 土砂災害 設置場所 燃料種類 

持続時間 

（満タン時） 

本庁舎 Ｓ４２ × ○ ○ ○ 
地下 

駐車場 
軽油 ２５ｈ 

きずな

未来館 
Ｈ２７ ○ ○ ○ ○ － － － 

 

施設名 

非常用電源 通信機器 

情報システム 

電源供給範囲 同報系 移動系 
衛星携 

帯電話 

災害時 

優先電話 

本庁舎 専用コンセント 1 15 1 １ 基幹系システム 

きずな

未来館 
専用コンセント 0 0 0 － 基幹系システム 

 

施設名 

備蓄（職員用） 
本庁舎等と同時

被災の可能性の

ある災害 

本庁舎等の代替

庁舎候補 食料 

数量 

（人日分） 

水 

数量 

（人日分） 

毛布 

数量 

（人日分） 

本庁舎 

550 食 

(55 人 3 日分) 

(3 食/人×3 日) 

300ℓ 

(55 人 2 日分) 

(3ℓ/人×2 日) 

－   

きずな

未来館 
－ － － なし ○ 
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第３章 非常時優先業務の選定 

 

 １ 非常時優先業務の選定 

  非常時優先業務は、次の基準により選定する。なお、業務開始目標時間は、業務開始

のための準備を開始する時間を含めることとする。 

業務 
業務開始 

目標時間 
選定基準 

想定される業務 

（□応急業務、■通常業務） 

非
常
時
優
先
業
務 

発災～ 

３時間以内 

○町民の生命・身体を守るための初

動体制の確立、町役場機能の維

持・復旧、避難所開設・運営に係

る業務 

□災害対策本部の設置 

□通信機器の復旧 

□避難所の開設 

□職員の安否確認 

□災害の状況把握 

□救出救助活動 

□町民への災害広報 

□防災関係機関との連絡調整等 

３時間～ 

１２時間以内 

１２時間～ 

２４時間以内 

□協定締結団体への応援要請 

□災害ボランティアセンター開設

に係る調整 

■埋火葬手続 

■町民の健康確保に関する業務 

■所掌施設の安全確認等 

２４時間～ 

３日以内 

○遅くとも３日以内に業務に着手し

ないと、町民生活や地域社会に相

当の影響を与えるため、早期に対

策を講ずべき業務 

□福祉避難所の開設 

□町ライフライン施設の応急復旧 

□災害ごみの収集 

□被災地の消毒等衛生管理業務 

□建築物の応急危険度判定 

□物資集配拠点の設置・運営 

■住民票、戸籍等の交付 

■家庭ごみの収集等 

３日～ 

１週間以内 

○被災者の通常生活復帰に係る業務 

○非常時優先業務以外で優先度が比

較的高い通常業務 

□支援物資の受付・管理・配分 

□二次災害の防災措置 

□町民相談窓口の設置 

□罹災証明書の発行 

□避難所開設期間に関する協議 

■保健福祉に関する重要業務 

■諸証明の交付 

■学校等の再開検討等 

１週間～ 

１か月以内 

○業務開始に相応の準備必要となる

復旧・復興業務 

○発災後、１週間を超え実施しなく

ても、町民生活や地域社会に直ち

に影響を与えないと見込まれる業

務 

□生活再建支援業務 

□企業への災害融資関連業務 

□災害弔慰金、義援金等の配分 

□応急仮設住宅の建設 

■支所等における窓口業務拡大等 

そ
の
他
業
務 

１か月～ 

○発災後、１か月を超え実施しなく

ても、町民生活や地域社会に直ちに

影響を与えないと見込まれる業務 

■町民生活や地域社会への影響が

少ないと見込まれる通常業務等 
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  非常時優先業務の選定にあたっては、町民の生命を守るための災害対策業務や中断す

れば町民生活に重大な影響を与えるおそれのある重要な業務に、資源を優先的に配分

し、また、業務中断による混乱を最小限にとどめ、行政機能の継続性の確保と早期の機

能回復を図ることを目的とし選定を行った。 

  業務継続計画においては、発災後１日以内（２４時間以内）に行う業務、３日以内に

行う業務、１週間以内に行う業務、１ヶ月以内に行う業務、縮小・延期、中止・中断す

る業務に区分し業務を選定した。 
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 ２ 非常時優先業務の選定結果等 

 （１）選定結果 

   選定基準により選定した結果、各部署の非常時優先業務及びその他業務は次のとお

りとなる。災害発生時から２４時間以内に行う非常時優先業務は１０１業務（応急復

旧業務８０件、通常業務２１件）、７２時間以内に行う業務は１７９業務となった。 

   なお、課ごとの一覧は「資料」に記載する。 

部 署 種別 

非常時優先業務 

発災後 

（24h） 

３日まで 

（72h） 

１週間まで 

（１Ｗ） 

１ヶ月まで 

（１Ｍ） 

縮小・延期 

中断・中止 

共 通 応急業務  ７ － － － － 

総務課 
応急業務 ２３ １１  ３  ０  ０ 

通常業務  ６  ４  ３ １９ ２４ 

企画財政課 
応急業務  ２  ０  ３  １  ０ 

通常業務  ０  ０  ０  ５ １１ 

税務住民課 
応急業務  ５  ５  ６  ２  ０ 

通常業務  １  ４  １ ２０  ３ 

福祉保健課 
応急業務 １１  ８  ７  １  ０ 

通常業務  ５  ８  ３  ６  ５ 

産業振興課 
応急業務  ６  ４  ６  ３  ０ 

通常業務  ２  ４  ６  ４  ４ 

建設水道課 
応急業務 １1 １７  ２  １  ０ 

通常業務  ３  ５  ４ １３  １ 

教育委員会 
応急業務  ８  ３  ２  １  ０ 

通常業務  １  １ １０ １７  ９ 

出納室 
応急業務  １  ０  ２  ０  ０ 

通常業務  １  １  ５  ３  ０ 

議会事務局 
応急業務  ２  ０  ０  ０  ０ 

通常業務  ０  ０  ０  ０  ０ 

保育所 
応急業務  ４  ２  ０  ０  ０ 

通常業務  １  １  ０  ０  ０ 

子育て支援室 
応急業務  ０  ０  ０  ０  ０ 

通常業務  １  ０  ４  ０  ０ 

 

 （２）職場での備え 

   本町では約７割の職員が職場から１km 圏内、約８割の職員が５ｋｍ圏内に居住し

ており、参集の期待値は高いと言える。しかし、参集した職員の全てが所属部署の

「業務継続の優先度の高い通常業務」を実施できるわけではなく、実際には避難所運
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営業務等の災害対策業務に係ることになり、各部署における災害時の業務レベルは、

平常時と比較すれば著しく落ち込むことが予想される。また、停電により、業務に必

要な機器等が使用できなくなることも考えられる。 

   そのため、各部署においては少人数の体制でも非常時優先業務の実施が可能となる

よう業務マニュアルの作成や重要な行政データ（各種台帳、施設の図面等）の紙ベー

スでのバックアップなどを検討し、大規模災害に備えておく必要がある。 
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第４章 執務環境の現状 

 

 １ 庁舎 

  町役場庁舎は、昭和４２年に建築されている。 

 

 

 ２ 電力 

  本庁舎は東京電力パワーグリッド（株）から受電しており、大規模災害等において変

電所等に問題が生じた場合、停電するおそれがある。外部からの電源供給が停止した場

合、自家発電設備から最小限必要となる電源を供給することになるが、全ての庁舎内コ

ンセントには対応できていない。 

  そのため、あらかじめ自家発電設備に対応したコンセントを明確にし、迅速にコンセ

ントの選択ができるよう備えておく必要がある。あわせて、備蓄燃料消費後の燃料確保

のため、事業者との災害時における燃料調達の協定の締結に努める。 

  また、想定する災害で自家発電設備が使用不能となったときは、可搬型発電機を業務

継続に必要な機器、設備に限定して使用する。 

 

【自家発電設備の現況】 

設置場所 定格出力（電圧） 燃料タンク 稼働時間 用途 

本庁舎 13kVA（100V） 軽油 約２５時間 執務室の一部 

きずな未来館 － － － － 

 

 

 ３ 水道 

  本庁舎への給水は、水道本管から直接本庁舎へ給水されている。 

  なお、震災時には水道水は管路の破損等により断水が想定される。 

 

 

 ４ 下水道 

  本庁舎の汚水は、直接下水道管に排出している。そのため、断水又は下水管の破損が

ない場合は、自然流下で排水することができる。 

  なお、排水先の公共下水道については、自然流下式により桂川清流センターへ接続し

ている。下水道管施設等が破損した場合は、本庁舎において排水できなくなるおそれが

ある。 
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 ５ ガス 

  本庁舎では、給湯設備においてプロパンガスを使用している。 

 

 

 ６ 通信 

 （１）ＮＴＴ回線 

  本庁舎各部署に設置されている電話設備については、ＩＰ電話機であり、個別に電源

が必要となるため、停電時は使用できなくなる可能性が高い。 

  また、ネットワーク異常によりＩＰ網が断絶することも考え、各庁舎への電話線の引

込み等対策が必要である。 

  なお、町役場本庁舎で１回線が災害時優先電話の承認を受けており、この回線から

は、発信規制や接続規制といった通信制限がかかった場合でも、制限を受けずに発信を

行うことができる。 

  今後通信全体の検討課題としては、町長が災害対策本部で使用する衛星携帯電話やパ

ケット通信網を利用するＩＰトランシーバーの導入など、災害時において回線断絶や輻

輳による使用不能を想定し多様な通信機器の確保が必要である。 

 

 （２）防災行政無線 

  町では、災害時の住民向け通信を確保するため、防災行政無線（同報系）を整備して

いる。令和３年３月に新たに整備した無線システム(＠InfoCanal)は、専用アプリをイン

ストールすることで音声と文字での情報伝達が可能となり、町内９箇所に設置している

屋外放送スピーカー（無線）で放送するこができる。また、戸別受信機は貸与世帯を抽

出し配布を行った。 

  なお、防災行政無線（移動系）は回線の混雑が起こりにくく、比較的災害に強い通信

手段であり、今後は防災訓練等を通じて職員に対し取扱方法の習熟を図っていく必要が

ある。 

 

【防災行政無線等施設】                    令和 4 年 4 月現在 

町村名 
同報系（屋外） 同報系（戸別） 

スピーカー 戸別受信機設置世帯 

西桂町 ９局 ５５５世帯 

 

【山梨県防災行政無線】 

  町と県との通信確保のため、地上系の防災行政無線（本庁舎宿直室）と衛星系の防災

行政無線（本庁舎１階事務所）が整備されている。この無線機器は、可搬式発電機と接

続が容易にできる仕様となっている。 
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 ７ 各種システム・ネットワーク 

  重要な住民情報を扱う基幹系システムは、本庁舎に通信サーバーを設置し、クラウド

サービスにて、災害対策が施されたデータセンター（甲府市内）に設置し、専用回線で

接続している。また、データは毎日バックアップを取り、甲府市内に保管している。 

  庁舎業務を扱う情報系システム及びこれらを結ぶネットワーク通信機器は、本庁舎を

メインに設置している。耐震性としては、システムを収納するサーバーラックは倒壊防

止補強を施している。 

  また、これらのシステムは自家発電設備に接続しているため、システムに障害がない

限り、停電になったとしても半日以上は稼動が可能となる。 

 

 

 ８ 職員のための備蓄 

  災害発生の初動期は、昼夜を問わず災害対応を継続するため３日分程度は業務を実施

する職員用の飲料水、食料、毛布等を備蓄しておく必要があり、年次的に整備すること

が重要である。 

  また、町の備蓄負担（保存場所や費用負担等）を軽減するため、普段からロッカーに

飲料水、食料等を用意し、時間外の発災の場合は、登庁の際、持参するよう推奨する。 

  併せて、備蓄品消費後の食料等確保のため、事業者との災害時における物資調達の協

定の締結に努める。 

 

品目 目標量 

食料品（米飯類） 全職員の３日分 

水 全職員の３日分 

毛布 全職員×２枚 

仮設トイレ 簡易トイレ３日分、携帯トイレ３日分 
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第５章 業務継続体制の向上 

 

 １ 業務継続計画の改善 

  業務継続計画は一旦作成すればよいというものではなく、また、最初から完全な業務

継続計画を作成できるものではない。そのため、業務継続計画の実効性を確認し、その

効果を高めていくには、長い期間をかけて職員へ周知し、訓練を実施していくことが重

要であり、その際に判明した課題や教訓を踏まえ、業務継続計画を改善していくことが

必要である。 

 

 

 ２ 周知・訓練 

  業務継続計画に定める事項を職員に周知し、業務継続への組織的な対応力を向上させ

るために、各種訓練への組み込みや個別の訓練実施に努める。 

 （１）安否確認訓練 

 （２）非常参集訓練 

 （３）災害対策本部要員を対象とした外部機関の図上訓練への参加 

 （４）情報収集伝達訓練等 

 

 

 ３ 職員の平常時からの備え 

  災害時に町民の生命・身体・財産を保護するため、町職員は災害対策業務に当たる責

務がある。そのため、災害時には家族と連絡がとれない状態であっても、災害対策業務

に従事しなければならない職員が発生することも予想される。 

  家族の安否の不安なく業務を実施するには、平常時から家族と災害時の対応を共有

し、準備しておかなければならない。そのために、毎年、下記に関する周知を行い職員

一人ひとりの防災意識の向上に努める。 

 

 （１）災害時に町民の生命・身体・財産を保護するため、町職員は災害対策業務にあた

る責務があること。 

 （２）災害時に正確な情報を入手するため、防災アプリの利用や、防災メールの登録等

の検討を行い、その他の手段についても確認しておくこと。 

 （３）各職場の非常時優先業務をあらかじめ把握しておくこと。 

 （４）家族との安否確認が速やかに行えるよう、各家庭で連絡方法や避難場所等を決め

ておくこと。 

 （５）各家庭で、非常持出品の準備や１週間程度の食料、飲料水等の備蓄に努めるこ

と。 

 （６）地震発生時に身の安全が確保できるよう、自宅の家具の固定等の対策に努めるこ

と。  
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第６章 非常時優先業務一覧 

 

 １ 非常時優先業務の選定 

  「第３章 非常時優先業務の選定」に記載 

 

 

 ２ 非常時優先業務の選定結果 

  「第３章 非常時優先業務の選定」に記載 

 

 

 ３ 災害時に休止等する業務 

  業務継続計画では限られた資源を非常時優先業務に優先的に配分するため、非常時優

先業務ではない業務については、積極的に中止・中断・縮小・延期する。 

 

 

 ４ 非常時優先業務の復旧目標 

  初動期（発災～約３日以内）においては、災害対策本部機能の確立と情報の収集、人

名の救助・救出、避難所生活者への支援に注力し、「応急復旧期」（約４日～２週間）に

おいては、道路等インフラの早期復旧支援など、平常時の生活の回復を支援する展開を

想定している。 

 

着手期間 想定される事象 重点的に取り組む事項 

発災～ 

２４時間まで 

・町内に甚大な人的・物的損害が

発生し情報が途絶 

・町役場の被災により、職員・資

源・情報が制約 

・被災地域、規模が次第に判明 

・避難所での食料等の要望 

①災害対策本部の設置・運営 

②避難支援 

③渉外対応（応援派遣依頼） 

④医療対策 

⑤応急給水の実施 

⑥食料の供給 

⑦生活必需品の供給 

２日目～ 

３日目 

・避難所生活者から様々なニーズ

が増加 

①健康支援 

②福祉対策 

４日目～ 

２週間 

・社会機能の復旧に関する要望が

増加 

①住宅の確保 

②教育の早期再開 

③インフラの維持・早期復旧 

④産業支援 
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 ５ 非常時優先業務 

  災害発生時から２４時間以内に行う非常時優先業務は次の１０１業務であり、全職員

が非常時優先業務について認識しなければならない。 

No. 応／通 所属課 業務名 

1 応急 共通 職員・来庁者の救助・搬送に関すること 

2 応急 共通 各執務場所の被害状況の把握及び保全措置に関すること 

3 応急 共通 所管施設の被害状況の把握及び保全措置に関すること 

4 応急 共通 職員・家族等の安否確認、職員の参集状況の把握に関すること 

5 応急 共通 使用可能な所属内の業務資源の確認及び保全に関すること 

6 応急 共通 指揮命令系統及び業務実施体制の確立に関すること 

7 応急 共通 各課との総合調整（応援・協力）に関すること 

8 応急 総務課 課内の連絡調整に関すること 

9 応急 総務課 本部の庶務に関すること 

10 応急 総務課 本部会議に関すること 

11 応急 総務課 防災会議、その他関係機関団体との連絡等に関すること 

12 応急 総務課 警報等の伝達及び災害広報に関すること 

13 応急 総務課 災害情報の収集及び伝達報告に関すること 

14 応急 総務課 被害状況の収集集計、報告に関すること 

15 応急 総務課 災害応急対策の取りまとめ伝達報告に関すること 

16 応急 総務課 災害関係職員の動員及び職員の派遣に関すること 

17 応急 総務課 消防団に関すること 

18 応急 総務課 本部各部の連絡調整に関すること 

19 応急 総務課 その他本部の事務に必要な施設の整備に関すること 

20 応急 総務課 職員の公務災害に関すること 

21 応急 総務課 災害現場記録の収集、保管に関すること 

22 応急 総務課 緊急食料の調達、配布に関すること 

23 応急 総務課 他課への応援に関すること 

24 応急 総務課 緊急通行（輸送）車両の確認申請等に関すること 

25 応急 総務課 町ホームページによる各種災害情報等の提供に関すること 

26 応急 総務課 消防及び水防活動に関すること 

27 応急 総務課 住民への避難勧告・指示等の伝達に関すること 

28 応急 総務課 避難誘導に関すること 

29 応急 総務課 被災者の救助活動に関すること 

30 応急 総務課 行方不明者及び遺体の捜索に関すること 

31 通常 総務課 公文書の収受及び発送に関すること 

32 通常 総務課 当直に関すること 
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33 通常 総務課 消防防災に関すること 

34 通常 総務課 防災行政無線に関すること 

35 通常 総務課 交通安全対策に関すること 

36 通常 総務課 自動車の集中管理に関すること 

37 応急 企画財政課 他課への応援に関すること 

38 応急 企画財政課 課内の連絡調整に関すること 

39 応急 税務住民課 来庁者の安全確保対策に関すること 

40 応急 税務住民課 埋火葬許可証の発行に関すること 

41 応急 税務住民課 遺体の埋火葬に関すること 

42 応急 税務住民課 他課への応援に関すること 

43 応急 税務住民課 課内の連絡調整に関すること 

44 通常 税務住民課 埋火葬許可に関すること 

45 応急 福祉保健課 課内の連絡調整に関すること 

46 応急 福祉保健課 災害救助に関すること 

47 応急 福祉保健課 町社会福祉協議会との連絡調整に関すること 

48 応急 福祉保健課 防災ボランティアの受付に関すること 

49 応急 福祉保健課 避難行動要支援者の安否確認、支援対策に関すること 

50 応急 福祉保健課 福祉避難所の開設等に関すること 

51 応急 福祉保健課 課内他係への応援に関すること 

52 応急 福祉保健課 災害時の医療、助産に関すること 

53 応急 福祉保健課 避難者等の健康相談に関すること 

54 応急 福祉保健課 被災地等の食品衛生に関すること 

55 応急 福祉保健課 他課への応援に関すること 

56 通常 福祉保健課 災害救助に関すること。 

57 通常 福祉保健課 生活保護に関すること。 

58 通常 福祉保健課 高齢者生活支援に関すること。 

59 通常 福祉保健課 行路病人、同死亡人、変死人に関すること 

60 通常 福祉保健課 公衆衛生、感染症予防及び地方病予防に関すること 

61 応急 産業振興課 課内の連絡調整に関すること 

62 応急 産業振興課 農林水産業関係機関・団体との連絡調整に関すること 

63 応急 産業振興課 農林関係の治山・治水対策に関すること 

64 応急 産業振興課 他課への応援に関すること 

65 応急 産業振興課 災害時の防疫、清掃に関すること 

66 応急 産業振興課 被災地及び避難所の防疫に関すること 

67 通常 産業振興課 家畜の伝染病予防に関すること 

68 通常 産業振興課 動物の収容及び死体処理に関すること 
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69 応急 建設水道課 課内の連絡調整に関すること 

70 応急 建設水道課 公共土木施設の被害調査及び応急復旧対策に関すること 

71 応急 建設水道課 水防活動に関すること 

72 応急 建設水道課 緊急輸送道路の確保に関すること 

73 応急 建設水道課 道路、住宅関係障害物の除去に関すること 

74 応急 建設水道課 貯水、流木の災害対策に関すること 

75 応急 建設水道課 他課への応援に関すること 

76 応急 建設水道課 応急給水に関すること 

77 応急 建設水道課 水質管理に関すること 

78 応急 建設水道課 水道関係の広報に関すること 

79 応急 建設水道課 仮設トイレの設置に関すること 

80 通常 建設水道課 道路、橋りょう、河川、堤防に関すること 

81 通常 建設水道課 水道の維持管理に関すること 

82 通常 建設水道課 下水道施設の維持管理に関すること 

83 応急 教育委員会 課内の連絡調整に関すること 

84 応急 教育委員会 学校教育施設の被害調査、災害応急対策に関すること 

85 応急 教育委員会 避難所の開設等の協力に関すること 

86 応急 教育委員会 他課への応援に関すること 

87 応急 教育委員会 児童・生徒の安全確保対策、安否確認に関すること 

88 応急 教育委員会 文教対策部内の連絡調整に関すること 

89 応急 教育委員会 施設利用者の安全確保対策に関すること 

90 応急 教育委員会 社会教育施設の被害調査、災害応急対策に関すること 

91 通常 教育委員会 
県教育委員会その他の教育委員会及び事務局各係との連絡調

整に関すること 

92 応急 出納室 他課への応援に関すること 

93 通常 出納室 
物品の出納及び保管（使用中の物品に係る保管を除く。）に関

すること 

94 応急 議会事務局 町議会との連絡調整に関すること 

95 応急 議会事務局 他課への協力に関すること 

96 応急 保育所 保育児童の安全確保対策、安全確認に関すること 

97 応急 保育所 避難所の開設等の協力に関すること 

98 応急 保育所 他課への応援に関すること 

99 応急 保育所 課内の連絡調整に関すること 

100 通常 保育所 保育所の施設の取締及び管理に関すること 

101 通常 子育て支援室 児童館の管理運営に関すること 
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